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　抄　録　アフリカ地域の知的財産権に関する代表的な国際機関は２つあります。１つは前号で取
り上げたアフリカ知的財産機関（OAPI），もう１つは本号で取り上げるアフリカ広域知的財産機関
（ARIPO）です。解決すべき課題が多く，十分な情報がないARIPOについて概要と現状を説明します。
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1 ． ARIPO

1．1　ARIPOの設立

ARIPO（「アリポ」と発音）は，加盟国及び
アフリカ地域の知的財産及び関連事項の調査及
び発展を目的で設立された機関で，その正式
名称をAfrican Regional Intellectual Property 
Organizationと言います。日本語訳はアフリカ
広域知的財産機関で，機関を指す語ですが，広
域商標出願の制度自体をARIPOと呼ぶことも
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多いです。

1．2　ARIPOの加盟国

本稿執筆時点において（2011年８月１日。以
下同じ），加盟国は，ボツワナ，ガンビア，ガ
ーナ，ケニヤ，レソト，マラウイ，モザンビーク，
ナミビア，シエラレオネ，ソマリア，スーダン，
スワジランド，タンザニア，ウガンダ，ザンビ
ア，ジンバブエ，リベリアです。南部アフリカ
や東アフリカの国と一部西アフリカの国もカバ
ーしています（図１参照）。
さらに，オブザーバー国（オブザーバー国は

正規の加盟国ではありませんが，会議などに参
加できる国をいいます。オブザーバー国が後に
正規の加盟国になっている例もあります）とし
て，アンゴラ，アルジェリア，ブルンジ，エジ
プト，エリトリア，エチオピア，リビア，モー
リシャス，ナイジェリア，ルワンダ，セーシェル，
南アフリカ及びチュニジアが参加しています。
本稿が知財管理誌に掲載される頃までには，

ルワンダが加盟国に入る予定で（2011年９月24
日発効予定），加盟国は全18カ国になる見込み

ARIPO（アフリカ広域知的財産機関）と
商標の保護

──ARIPOによる商標保護はいかに？──
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です。
これらのARIPOの加盟国・オブザーバー国

には，近頃メディア等で取り上げられることも
多い東アフリカ共同体（EAC）の国も一部含
まれています。共同体の形成により，外部の国
からのアクセスがより容易になり，今後重要性
が増すエリアになる可能性があります。
なお，フランス語圏をカバーするOAPIに対
し，ARIPOは英語圏をカバーすると説明され
ることが多いですが，ARIPOの加盟国・オブ
ザーバー国では非常に多くの言語が使用されて
おり，言語という括りで解説するのには適しま
せん。

1．3　目標と現状とのギャップ

生活習慣・言語・経済成長の状況等は，ARIPO
の各加盟国により様々です。この後，紹介する
ARIPOの枠組みにおける商標保護制度は，各
国の多様性，自由な制度設計を広く許容するも
のです。
多様性を許容する制度というと聞こえがよい
ですが，現状の制度は貧弱で，ARIPOの役割
も限定的です。また，加盟国の法や官庁におけ

る対応に依存する部分が多い制度であるにもか
かわらず，条約加盟に伴う各国の国内法の整備
も十分になされていない国が多い状況です。

2 ． バンジュール議定書

2．1　商標に関する条約の採択

ARIPOにおける商標の保護を規定する条約
として，1993年に採択された商標に関するバン
ジュール議定書（Banjul Protocol on Marks）
があります（以下「バンジュール議定書」とい
う）。バンジュール議定書は，本稿執筆時点ま
で３度の改正がなされています。
なお，バンジュール議定書の他に，特許や
意匠の保護に関するハラレ議定書（Harare 
Protocol）があります。ARIPOの加盟国は，バ
ンジュール議定書とハラレ議定書のいずれか一
方のみに選択的に加盟することもでき，実際，
ハラレ議定書のみに加盟しているという国も複
数存在します（新たに加盟するルワンダもハラ
レ議定書のみに加盟予定です）。

2．2　加盟の状況

ARIPO加盟国は先に紹介したとおり，17カ
国ですが，バンジュール議定書に加盟している
のは，ボツワナ，レソト，マラウイ，ナミビア，
スワジランド，タンザニア，ウガンダ，ジンバ図１　ARIPOの加盟国

表１　バンジュール議定書への加盟年月日

加盟国 加盟年月日
ボツワナ 2003年10月29日
レソト 1999年２月12日
マラウイ 1997年３月６日
ナミビア 1997年３月６日
ウガンダ 2000年11月21日
タンザニア 1999年９月１日
ジンバブエ 1997年３月６日
スワジランド 1997年３月６日
リベリア 2010年３月24日
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（3）ARIPOを利用した出願
バンジュール議定書の加盟国については，

ARIPOを利用した出願ルートも可能です。た
だし，ARIPOを利用したルートで権利化を図
った商標についての登録後の取り扱いについて
の制度整備は多くの国でできておらず（ARIPO
を通じて権利化を図っても権利として認められ
ない可能性があります），ARIPOを利用したル
ートは未知数な部分が多いです。
なお，ARIPOを利用して権利化を図る場合

も一定要件下，パリ条約上の優先権を伴う出願
をすることが可能です。

ARIPO加盟国全てについて権利化の必要性
に迫られる日本企業は現状では多くないと考え
られ，また，議定書批准に伴う国内法改正が行
われていない国が多く（一説にはボツワナと事

ブエ，リベリアのみです（表１参照）。これら
以外の国については，ARIPOへの手続きで商
標の権利化を図ることができず，各国毎に個別
に出願することが必要となります。表１にバン
ジュール議定書への加盟年月日を示します。

3 ． 出願のルート

ARIPO加盟国への出願のルートとしては，次
の方法が考えられます。

（1）マドプロルートによる出願
ARIPOは，マドリッドプロトコル（通称「マ
ドプロ」）には加盟していません。したがって，
ARIPOを指定したマドプロによる出願という
のは認められません。
しかしながら，ARIPOの加盟国にはマドプ

ロに加盟している国が相当数あり，これらの国
を指定してマドプロ出願をすることは可能で
す。
なお，比較的新しくマドプロの加盟国にな

った国も多く（リベリアが2009年，スーダンが
2010年に加盟），マドプロを利用して権利化し
た場合の取り扱いなど，加盟国によっては明ら
かでない部分もあります。

（2）直接出願（パリルート）
ARIPO加盟国には，商標登録の制度がない

国や実質的に無いに等しい国もある一方で，商
標登録制度が存在する国もあります。
これらの商標登録制度がある国においては，
直接出願による保護も考えられます。なお，無
政府状態のソマリアを除き，ARIPO加盟国は
パリ条約の加盟国です。ARIPO加盟国のパリ
条約とマドプロへの加盟状況を表２に示しま
す。

表２　パリ条約とマドプロへの加盟状況

パ
リ
条
約

マ
ド
プ
ロ

ボツワナ ○ ○
レソト ○ ○
マラウイ ○ ×
ナミビア ○ ○
ウガンダ ○ ×
タンザニア ○ ×
ジンバブエ ○ ×
スワジランド ○ ○
リベリア ○ ○
ガンビア ○ ×
ガーナ ○ ○
ケニア ○ ○
モザンビーク ○ ○
シエラレオネ ○ ○
ソマリア × ×
スーダン ○ ○
ザンビア ○ ○
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務局が存在するジンバブエを除き，必要な法改
正を行っていないといわれています），制度が
整備されている国で，かつ，権利化が必要な国
だけに直接出願するというのは現実的な対応と
言えるでしょう。

4 ．商標登録

4．1　保護対象となる商標

バンジュール議定書下で保護される商標の対
象の幅は広く，文字商標や図形商標の他，立体
商標，音響商標もその保護対象です。
また，商品商標の他，サービスマークも保護

対象ですが，サービスマークの保護制度がない
加盟国では保護されません。

4．2　加盟国の指定

バンジュール議定書に基づく商標出願をする
場合，出願書類はARIPOの事務局（本部），あ
るいは，加盟国の関連官庁に出願書類を提出す
る必要があります。
また，バンジュール議定書に基づく商標出願

をする際，出願人は保護を求める加盟国を指定
する必要があります（以下保護を求める加盟国
を「指定国」という）。

4．3　手続きの流れ

（1）出　願
バンジュール議定書に基づく商標出願をする
場合，英語で願書を提出する必要があります。
願書は所定の様式があり（図２参照），出願人
の情報，使用若しくは使用意思に関する記入欄
等があります。
また，願書には指定商品・指定役務を記載す
る必要がありますが，ARIPOはニース国際分
類を使用しています。
多区分出願については認めている加盟国と認
めていない加盟国があり，認めていない加盟国

では多区分出願を区分毎に出願されたもの（複
数の出願）として扱っているようです。
日本企業や日本の個人が出願する場合には代

理人により手続きを行う必要があり，委任状が
必要です。委任状に公証や認証は要求されませ
んが原本が必要です。

（2）方式審査
所定の内容が記載された出願書類が受領され

ると受領日が出願日となり，ARIPOにおいて
方式審査がなされます。方式審査には，指定商
品・役務区分や指定商品・指定役務の記載に関
する審査が含まれます。
方式審査の要件を具備していないと認められ

る場合，指定期間内に補正をするように求めら
れます。

（3）指定国への通知
方式審査を満たしている場合，ARIPOはそ

の旨を所定期間内に指定国に通知を行います。

図２　FORM M1（願書様式）の１頁目
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（4）各指定国での実体審査
ARIPOは，方式審査を行いますが，実体審
査は行いません。指定国への通知後は，各指定
国の関連法に基づき取り扱われます。
実体審査を採用している国においては，実体
審査がなされます。拒絶という判断がなされた
場合の反論なども，指定国の官庁に対して行う
ことになります。

（5）公告及び登録
バンジュール議定書上，いずれかの国で登録
になるか，あるいは，所定期間内に拒絶と判断
されない国がある場合，ARIPOは登録の公告
を行うことになっています。なお，登録を受け
るには登録料の支払いが必要になります。

5 ． 登録後の権利の扱い

（1）更　新
存続期間は，出願日から10年で，更新により

10年毎，権利を維持することが可能です。

（2）不使用商標の取り扱い
不使用商標の取り扱いは各指定国の法制度に
よります。一定期間不使用の場合に登録取消の
対象になる制度となっている加盟国がありま
す。

（3）取消，無効
商標権の取消や無効の要件や手続きは，指定
国の法制度によります。仮に指定国で権利が取
消・無効となった場合には，指定国の官庁が
ARIPOにその旨を通知することになっていま
す（バンジュール議定書上は１ヶ月以内）。

（4）商標権侵害に対する救済
商標権侵害や侵害に対する救済は，バンジュ
ール議定書上に規定はなく，指定国の法制度に
よります。

6 ．おわりに

本稿の前半では，ARIPOの概要と現状につ
いて，ARIPOの目標とするところと実際の状
況にギャップがあることを中心に解説しまし
た。データベースの構築，各国の法律の調和，
知財に関する人材育成，知財制度に関する啓発
活動の促進等，今後の発展に注目したいです。
本稿の後半では，バンジュール議定書による
商標登録に重点をおいて解説しました。本稿で
は紹介しませんでしたが，バンジュール議定書
による商標の保護は，実体審査，権利行使とい
った重要な場面で，各国の法に従う制度となっ
ており，権利化を希望する加盟国の制度につい
て知ることも重要となります。

（原稿受領日　2011年９月20日）
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